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１．はじめに

いわゆるピンク・レディー事件最高裁判決(1)(2)にお

いて，最高裁が初めて人についてパブリシティ権を承

認してからまもなく 3年が経とうとしている（本稿公

表時には，3 年が経過しているであろう。）。上記最高

裁判決は，従来の裁判例・学説で見解が分かれていた

パブリシティ権に関する諸論点の一部（法的性質な

ど）について判示をした点で意義がある。もっとも，

「一部」としたことから分かる通り，パブリシティ権に

ついて残されている課題は多い(3)。

ところで，近年，声優が参加するイベントや作家の

出版記念サイン会が多数開催され，人気を博している

が，声優の「声」や作家の「サイン」にパブリシティ

権は発生しうるのであろうか。仮に発生しうるとし

て，権利の成立要件は何であろうか。また，ピンク・

レディー事件最高裁判決は，パブリシティ権侵害の判

断基準として，いわゆる「専ら基準」を採用し，「専ら」

に当たる具体的な行為類型を 3つ例示したが，かかる

3つの例示は，「声」や「サイン」の場合にも妥当する

のであろうか。以上のようなことは，これまであまり

論じられてこなかったように思われる(4)。

そこで本稿では，以下の 3 点について順に検討す

る。第 1に，そもそも「声」や「サイン」にパブリシ

ティ権は発生しうるのか否かについてである。第 2

に，「声」や「サイン」にパブリシティ権が発生するた

めの要件についてである。第 3に，ピンク・レディー

事件最高裁判決が示した「専ら」に当たる行為 3類型

は，「声」や「サイン」の場合にも妥当するのか否かに

ついてである。第 3 の点については，「声」と「サイ

ン」で別個に検討する。

２．「声」や「サイン」は，パブリシティ権の客体

に含まれるか

本節では，「声」や「サイン」がパブリシティ権の客

体になりうるのかについて，これまでの裁判例や学説

を踏まえつつ検討する。
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本稿では，従来の議論においてあまり検討がなされてこなかったと思われるパブリシティ権の客体につい

て，「声」と「サイン」を取り上げて検討を行った。検討の結果，①これまでの裁判例や学説を踏まえると，「声」

や「サイン」もパブリシティ権の客体になりうる，②「声」や「サイン」にパブリシティ権が成立するための

要件は，顧客吸引力が認められることである，③ピンク・レディー事件最高裁判決が示した「専ら」に当たる

行為3類型は，「声」・「サイン」の両方に妥当するが，「サイン」の場合，第3類型該当性が問題となることは

少ないと思われる，という3点の結論を得た。
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（１） 裁判例

まず，パブリシティ権の客体について，これまでの

裁判例（ただし，ピンク・レディー事件最高裁判決が

出る前まで(5)の典型的な「人のパブリシティ権」に関

する裁判例に限定(6)する。）はどのように考えていた

のかを，表 1を見ながら確認しておきたい。

氏名・肖像非限定型(7)氏名・肖像限定型

表１ パブリシティ権に関する主な裁判例におけるパブリシ

ティ権の客体の認識(31)

マーク・レスター事件(8)，光

GENJI 事件(9)，おニャン子ク

ラブ事件第 1 審(10)及び控訴

審(11)，土井晩翠事件(12)，プ

ロ野球選手事件第 1 審(13)及

び 控 訴 審(14)，ピ ン ク・レ

ディー事件第 1 審(15)及び控

訴審(16)，河相我聞Ⅰ／Ⅱ事

件(17)(18)，ペ・ヨンジュン事

件(19)，The・サンデー事件第

1審(20)

加勢大周事件第 1 審(21)及び

控訴審(22)，キング・クリムゾ

ン事件第 1 審(23)及び控訴

審(24)，中田英寿事件(25)，ブ

ブカスペシャル 7 事件第 1

審(26)及び控訴審(27)，長島一

茂事件(28)，矢沢永吉事件(29)，

@BUBKA事件(30)

表 1の説明に入る前に，本稿のテーマとの関係から

確認しておきたいことがある。それは，パブリシティ

権に関する従来の裁判例において，パブリシティ権の

客体に「声」や「サイン」が含まれると明言したもの

は存在しないということである。このことは，従来の

事例を踏まえるとやむを得ないと考えることもできよう。

表 1に戻る。表 1から指摘しておきたいことは，次

の 2点である。

第 1に，「氏名・肖像非限定型」の裁判例は複数ある

が，その中でもキング・クリムゾン事件の第 1審判決

及び控訴審判決は，パブリシティ権の客体の範囲につ

いて，踏み込んだ解釈論を展開しているということで

ある。すなわち，同事件の第 1 審判決は，「パブリシ

ティ価値の本質は，著名人が有する顧客吸引力にある

から，氏名，肖像がその主要なものであることは，争

いがないところであるが，必ずしもそれに限定する必

要はなく，著名人が獲得した名声，社会的評価，知名

度等から生ずる経済的な価値で，顧客吸引力があると

認められる場合には，それをもパブリシティ権の内容

に含まれると解すべき」(32)とし，同事件の控訴審判決

は，パブリシティ権の客体の範囲について，より端的

に「氏名，肖像その他の顧客吸引力のある個人識別情

報」(33)としたのである。

第 2 に，表 1 に掲げた裁判例を時系列に整理する

と，パブリシティ権の客体に関する裁判例の認識は，

概ね次の 3つの時期を経てきていると言えるように思

われることである(34)。すなわち，①「氏名・肖像限定

型Ⅰ期」，②「氏名・肖像非限定型Ⅰ期」，③「氏名・

肖像限定型Ⅱ期」，の 3つの時期である。①には，マー

ク・レスター事件から土井晩翠事件(35)までの裁判例，

②には，加勢大周事件第 1審からブブカスペシャル 7

事件控訴審までの裁判例，③には，プロ野球選手事件

第 1 審から The・サンデー事件第 1 審までの裁判例

が，それぞれ該当する。以上のことから分かるよう

に，ピンク・レディー事件最高裁判決が出る前までの

裁判例は，パブリシティ権の客体の範囲について，見

解が分かれている状況にあった。そのような状況の

中，ピンク・レディー事件最高裁判決は，パブリシ

ティ権の客体の範囲を「人の氏名，肖像等」(36)とし，

「氏名・肖像非限定型」の見解を採用することを明らか

にした。その後の ENJOY・MAX 事件(37)や嵐・

KAT-TUN 事件(38)も同様の見解を採っていることか

ら，現在は，「氏名・肖像非限定型Ⅱ期」に入っている

と言うことができよう。

（２） 学説

他方，学説はどうであろうか。学説も，ピンク・レ

ディー事件最高裁判決が出る前までは，パブリシティ

権の客体の範囲について，見解が分かれていたように

思われる。例えば，ある論者は，「私は，パブリシティ

権は，人間の氏名・肖像のみにしか考えない。」(39)とし

て，「氏名・肖像限定型」の見解を採っているが，別の

論者は，パブリシティ権の客体の範囲を「財産的価値

を有する氏名・肖像に関連する情報」(40)にまで広げ，

「氏名・肖像非限定型」の見解を採っているという状況

にあった。しかし，ピンク・レディー事件最高裁判決

が出た後は，結論として「氏名・肖像非限定型」の見

解を採る（＝ピンク・レディー事件最高裁判決の判断

に親和的な）学説(41)が多いように思われる。

（３） 小括

以上，(1)・(2)で見てきた通り，これまでの裁判例

や学説においては，パブリシティ権の客体の範囲につ

いて，ピンク・レディー事件最高裁判決が出る前まで

は見解が分かれていたが，ピンク・レディー事件最高

裁判決が出た後は，議論が比較的落ち着きを見せてい

る状況にあると言えるように思われる。パブリシティ

権の客体の範囲についての私見を言えば，「パブリシ
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ティ権」という権利について考える際，「顧客吸引力」

が最大のキーワードとなっている現状に鑑みると，自

然人に関する情報であれば，氏名・肖像に限定する必

要はないのではないかと考える。

３．「声」や「サイン」にパブリシティ権が成立す

るための要件

前節では，パブリシティ権の客体の範囲について，

これまでの裁判例や学説がどのように考えてきたのか

を概観した上で，現在の裁判例は「氏名・肖像非限定

型Ⅱ期」に入っており，学説も「氏名・肖像非限定型」

の見解を採るものが多くなっていると思われることか

ら，「声」や「サイン」もパブリシティ権の客体に含ま

れうることを示唆した。

では，「声」や「サイン」にパブリシティ権が成立す

るための要件は何であろうか。この点についてはすで

に，ピンク・レディー事件最高裁判決の判示を踏まえ

た上での検討がなされている(42)。そこでは，「声」や

「サイン」にパブリシティ権が成立するか否かのメル

クマールは，顧客吸引力を認めることができるか否か

にあるとされており，筆者も同様の見解を採用す

る(43)。

４．ピンク・レディー事件最高裁判決が示した 3

類型は，「声」や「サイン」の場合にも妥当するか

ピンク・レディー事件最高裁判決は，パブリシティ

権侵害の判断基準として，いわゆる「専ら基準」を採

用し，「専ら」に当たる具体的な行為類型として次の 3

つの場合を例示した。すなわち，「①肖像等それ自体

を独立して鑑賞の対象となる商品等として使用し，②

商品等の差別化を図る目的で肖像等を商品等に付し，

③肖像等を商品等の広告として使用する」(44)(45)という

3 つの場合である(46)。本節では，これら 3 つの例示

が，「声」や「サイン」の場合にも妥当するのか否かに

ついて検討する。

（１） 声

声については，上記 3類型を素直に当てはめること

ができると思われる。すなわち，独立鑑賞の対象とな

る商品等として声を使用すると第 1類型に該当し，差

別化目的で声付きグッズ等を製造等すると第 2類型に

該当し，商品等の広告目的で声を使用すると第 3類型

に該当する，ということになると思われる。

（２） サイン

サインについては，以下で各類型ごとに若干立ち

入った検討を行う。

① 第 1類型

ピンク・レディー事件を担当した調査官の解説で

は，サインが第 1 類型に含まれうるとされている(47)。

では，具体的にどのような場合が第 1類型に含まれる

のであろうか。典型的なのは，1 人のサインを商品等

として使用する場合であろう。この場合，独立鑑賞の

要件を充たすことが明らかだからである。他方，複数

人のサインを商品等として使用する場合はどうであろ

うか。各人のサインの大きさにもよるが，各人のサイ

ンを個別に見ることができるのであれば，独立鑑賞の

要件を充たすとしてよいように思われる。もっとも，

損害賠償額の算定の場面では，1人のサインの場合と

複数人のサインの場合とを区別することになろう。

② 第 2類型

第 2類型については，氏名・肖像・声とサインとで，

特に異なるところはないように思われる。すなわち，

差別化目的で「Tシャツ，マグカップ，ポーチ，スト

ラップ，タオル，下敷き，カレンダー，キーホルダー，

マグネット，スポーツ用具，切手，食品，インターネッ

トのプロバイダサービス」(48)などにサインを付した場

合には，第 2類型に含まれうることになると思われる。

③ 第 3類型

第 3 類型については，第 2 類型とは異なり，氏名・

肖像・声とサインとで，大きな違いがあるように思わ

れる。というのも，氏名・肖像・声が商品等の広告に

使用されることは容易に想像できるが，サインがそれ

単独で商品等の広告に使用されることは考えにくいか

らである。もっとも，このことは，第 3類型がサイン

の場合には妥当しないということを意味するものでは

ない。実際の裁判において，サインのみがパブリシ

ティ権の客体になったとした場合に，第 3類型該当性

が問題になることは少ないと思われることを指摘して

いるにすぎない。

５．おわりに

本稿では，パブリシティ権の客体について，「声」と

「サイン」を取り上げて検討を行った。その結果，次の

3 点の結論を得た。すなわち，①これまでの裁判例や

学説を踏まえると，「声」や「サイン」もパブリシティ

権の客体になりうること，②「声」や「サイン」にパ
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ブリシティ権が成立するためには，顧客吸引力が認め

られる必要があること，③ピンク・レディー事件最高

裁判決が示した「専ら」に当たる行為 3類型は，「声」

や「サイン」の場合にも妥当するが，「サイン」につい

ては，第 3類型が機能することは少ないと思われるこ

と，の 3点である。

本稿における検討が，パブリシティ権に関する今後

の議論の参考になれば幸いである。

（付記） 本稿脱稿後，東京地判平成 27 年 1 月 29 日平

成 26 年(ワ)第 7213 号〔パブリシティ権侵害差

止等請求事件〕裁判所HPに接した。

注
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方が問題となったもののほとんどが，氏名や肖像だからであ

る。しかし，今後，パブリシティ権に関する裁判において，

「声」や「サイン」の利用の仕方が問題となることはないと断
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